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行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定
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市川市条例第  号 

行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

（市川市固定資産評価審査委員会条例の一部改正） 

第１条 市川市固定資産評価審査委員会条例（平成１１年条例第３７号）の一

部を次のように改正する。 

  第４条第２項第１号中「住所」の次に「又は居所」を加え、同項中第４号

を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次

の１号を加える。 

⑵ 審査の申出に係る処分の内容 

第４条第３項中「住所」の次に「又は居所」を加え、「行政不服審査法（昭

和３７年法律第１６０号）第１３条第１項」を「行政不服審査法施行令（平

成２７年政令第３９１号）第３条第１項」に改め、同条に次の１項を加える。 

６ 審査申出人は、代表者若しくは管理人、総代又は代理人がその資格を失

ったときは、書面でその旨を委員会に届け出なければならない。 

第６条第２項ただし書を削り、同条に次の１項を加える。 

４ 委員会は、審査申出人から反論書の提出があったときは、これを市長に



 

送付しなければならない。 

第１１条第１項中「おいては、」の次に「次に掲げる事項を記載し、委員

会が記名押印した」を加え、同項に次の各号を加える。 

⑴ 主文 

⑵ 事案の概要 

⑶ 審査申出人及び市長の主張の要旨 

⑷ 理由 

（市川市公文書公開条例の一部改正） 

第２条 市川市公文書公開条例（平成９年条例第２号）の一部を次のように改

正する。 

  目次中「第２８条」を「第３０条」に改める。 

  第１５条第３項中「不服申立手続」を「審査請求に関する手続」に改める。 

  第１７条の見出しを「（手数料）」に改め、同条第１項中「公開」を「閲

覧及び視聴」に改め、同条第２項を次のように改める。 

２ 公開請求者は、公文書の写しの交付を受ける場合には、手数料を納付し

なければならない。ただし、紙以外の媒体に複製したものにより公文書の

写しの交付を受ける場合は、この限りでない。 

 第１７条に次の１項を加える。 

３ 前項の手数料の額は、別表で定める。 

第１８条の見出し中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条中「公開

等決定」の次に「又は公開請求に係る不作為」を加え、「行政不服審査法（昭

和３７年法律第１６０号）に基づく不服申立て」を「審査請求」に、「当該不

服申立て」を「当該審査請求」に、「対する決定」を「対する裁決」に改め、

同条第１号中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条第２号中「公開の

決定」を「公開の裁決」に改め、同条に次の１項を加える。 

 ２ 前項の規定による諮問は、行政不服審査法第９条第３項において読み替

えて適用する同法第２９条第２項の弁明書の写しを添えてしなければなら

ない。 



 

第１８条を第１８条の２とし、第３章中同条の前に次の１条を加える。 

（審理員による審理手続に関する規定の適用除外） 

第１８条 公開等決定又は公開請求に係る不作為に係る審査請求については、

行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第９条第１項本文の規定は、

適用しない。 

第１９条第１項中「前条」を「前条第１項」に、「不服申立て」を「審査

請求」に改める。 

  第２０条第１項中「不服申立人」を「審査請求人」に、「拒むことは」を「拒

むことが」に改め、同条第３項中「、不服申立人」を「、審査請求人」に改

め、「参加人」の次に「（行政不服審査法第１３条第４項に規定する参加人を

いう。次条第５項において同じ。）」を加え、「以下「不服申立人等」を「同条

において「審査請求人等」に改める。 

  第２１条第１項及び第２項中「不服申立人等」を「審査請求人等」に改め、

同条第３項を次のように改める。 

 ３ 審査請求人等は、規則で定めるところにより、審査会に対し、審査会に

提出された意見書若しくは資料（前条第１項に規定する公文書を除く。以

下この項及び次項において同じ。）の閲覧若しくは視聴（フィルム、磁気テ

ープ、磁気ディスクその他規則で定めるものにあっては、記録された事項

を審査会が定める方法により表示したものの閲覧又は視聴）又は当該意見

書若しくは当該資料の写し若しくは当該フィルム、磁気テープ、磁気ディ

スクその他規則で定めるものに記録された事項を記載した書面の交付を求

めることができる。この場合において、審査会は、第三者の利益を害する

おそれがあると認めるとき、その他正当な理由があるときでなければ、そ

の閲覧若しくは視聴又は交付を拒むことができない。 

第２１条第４項中「審議は、非公開とする」を「調査審議の手続は、公開

しない」に改め、同項を同条第７項とし、同条第３項の次に次の３項を加え

る。 

４ 審査会は、前項の規定による閲覧若しくは視聴をさせ、又は同項の規定



 

による交付をしようとするときは、当該閲覧若しくは視聴又は交付に係る

意見書又は資料を提出した審査請求人等の意見を聴かなければならない。

ただし、審査会が、その必要がないと認めるときは、この限りでない。 

５ 第３項の規定による交付を受ける審査請求人又は参加人は、手数料を納

付しなければならない。 

６ 前項の規定により納付する手数料については、市川市行政不服審査法の

施行に関する条例（平成２８年条例第  号。以下「施行条例」という。）

第２章の規定を準用する。この場合において、施行条例第３条第１項中「法

第３８条第６項の規定により読み替えて適用する同条第４項（地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）、

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）その他の法令において準用する場

合を含む。次条第１項において同じ。）の条例で定める手数料」とあるの

は「市川市公文書公開条例（平成９年条例第２号）第２１条第５項の手数

料（以下「手数料」という。）」と、施行条例第４条第１項中「法第３８条

第６項の規定により読み替えて適用する同条第４項の手数料（以下この章

において「手数料」という。）」とあるのは「手数料」と、「同条第１項（法

第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合又は地方自治法、公職

選挙法、地方税法その他の法令において準用する場合を含む。次項を除き、

以下同じ。）」とあるのは「市川市公文書公開条例第２１条第３項」と、同

条第２項ただし書中「審理員（法第９条第３項に規定する場合又は法第 

３８条第１項の規定を地方自治法、公職選挙法、地方税法その他の法令に

おいて準用する場合にあっては、審査庁。次条第１項及び第２項において

同じ。）」とあるのは「市長」と、施行条例第５条第１項中「審理員」とあ

るのは「市長」と、「法第３８条第１項」とあるのは「市川市公文書公開

条例第２１条第３項」と、同条第２項中「法第３８条第１項」とあるのは

「市川市公文書公開条例第２１条第３項」と、「審理員」とあるのは「市

長」と読み替えるものとする。 

第２８条の次に次の見出し及び２条を加える。 



 

（罰則） 

第２９条 第１９条第７項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年以下

の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

第３０条 市長は、詐欺その他不正の行為により第１７条第２項に規定する

手数料又は第２１条第５項に規定する手数料の徴収を免れた者に対し、そ

の徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が５

万円を超えないときは、５万円とする。）以下の過料を科することができ

る。 

 附則の次に別紙の別表を加える。 

（市川市個人情報保護条例の一部改正） 

第３条 市川市個人情報保護条例（昭和６１年条例第３０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  目次中「第２３条の２」を「第２３条の４」に、「個人情報保護審議会」

を「個人情報保護審議会の設置」に、「第３５条」を「第３７条」に改める。 

  第２０条の見出しを「（手数料）」に改め、同条第１項中「閲覧等」を「閲

覧」に改め、同条第２項を次のように改める。 

２ 請求者は、前条第１項の規定による個人情報の写しの交付を受ける場合

には、手数料を納付しなければならない。ただし、紙以外の媒体に複製し

たものにより個人情報の写しの交付を受ける場合は、この限りでない。 

 第２０条に次の１項を加える。 

３ 前項の手数料の額は、別表で定める。 

第２２条を次のように改める。 

（審理員による審理手続に関する規定の適用除外） 

第２２条 この条例による個人情報の閲覧等、訂正、削除若しくは目的外利

用等の中止の請求に対する処分又はその不作為については、行政不服審査

法（平成２６年法律第６８号）第９条第１項本文の規定は、適用しない。 

第２２条の次に次の１条を加える。 

  （審査請求に関する手続） 



 

 第２２条の２ この条例による個人情報の閲覧等、訂正、削除若しくは目的

外利用等の中止の請求に対する処分又はその不作為について審査請求があ

ったときは、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、当該審査請求に

係る実施機関は、速やかに、次条に規定する市川市個人情報保護審査会に

諮問し、その議に基づいて、当該審査請求に対する裁決をしなければなら

ない。 

⑴ 審査請求が不適法であり、却下する場合 

⑵ 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る個人情報の全

部を閲覧させ、又はその全部の写しを交付することとする場合 

⑶ 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る個人情報の訂

正をすることとする場合 

⑷ 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る個人情報の削

除をすることとする場合 

⑸ 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る個人情報の目

的外利用等の中止をすることとする場合 

２ 前項の規定による諮問は、行政不服審査法第９条第３項において読み替

えて適用する同法第２９条第２項の弁明書の写しを添えてしなければな

らない。 

  第２３条の見出し中「個人情報保護審査会」の次に「の設置」を加え、同

条第１項中「前条」を「前条第１項」に、「不服申立て」を「諮問に応じ、審

査請求」に、「審査する」を「調査審議する」に改める。 

第４章中第２３条の２を第２３条の４とし、第２３条の次に次の２条を加

える。 

（審査会の調査権限） 

第２３条の２ 審査会は、必要があると認めるときは、諮問をした実施機関

（以下「諮問実施機関」という。）に対し、個人情報の閲覧等、訂正、削

除又は目的外利用等の中止の請求に対する処分に係る個人情報の提出を

求め、審査請求人に閲覧させずにその内容を見分することができる。この



 

場合において、諮問実施機関は、当該個人情報の提出を拒むことができな

い。 

２ 審査会は、必要があると認めるときは、諮問実施機関に対し、請求拒否

の決定があった個人情報に含まれている情報の内容と請求拒否の理由と

を分類し、及び整理することその他の方法により、諮問された事案（以下

「事件」という。）に関する説明を求めることができる。 

３ 前２項に定めるもののほか、審査会は、事件に関し、審査請求人、参加

人（行政不服審査法第１３条第４項に規定する参加人をいう。次条第５項

において同じ。）及び諮問実施機関（同条において「審査請求人等」とい

う。）に意見書若しくは資料の提出を求め、又は参考人に陳述を求め、そ

の他必要な調査をすることができる。 

（審査会における事件の取扱い） 

第２３条の３ 審査請求人等は、規則で定めるところにより、審査会に対し、

口頭で意見を陳述することを求めることができる。ただし、審査会は、そ

の必要がないと認めるときは、その陳述を聴かずに答申をすることができ

る。 

２ 審査請求人等は、規則で定めるところにより、審査会に対し、意見書又

は資料を提出することができる。 

３ 審査請求人等は、規則で定めるところにより、審査会に対し、審査会に

提出された意見書若しくは資料（前条第１項に規定する個人情報を除く。

以下この項及び次項において同じ。）の閲覧（フィルム、磁気テープ、磁

気ディスクその他規則で定めるものにあっては、記録された事項を審査会

が定める方法により表示したものの閲覧）又は当該意見書若しくは当該資

料の写し若しくは当該フィルム、磁気テープ、磁気ディスクその他規則で

定めるものに記録された事項を記載した書面の交付を求めることができ

る。この場合において、審査会は、第三者の利益を害するおそれがあると

認めるとき、その他正当な理由があるときでなければ、その閲覧又は交付

を拒むことができない。 



 

４ 審査会は、前項の規定による閲覧をさせ、又は同項の規定による交付を

しようとするときは、当該閲覧又は交付に係る意見書又は資料を提出した

審査請求人等の意見を聴かなければならない。ただし、審査会が、その必

要がないと認めるときは、この限りでない。 

５ 第３項の規定による交付を受ける審査請求人又は参加人は、手数料を納

付しなければならない。 

６ 前項の規定により納付する手数料については、市川市行政不服審査法の

施行に関する条例（平成２８年条例第  号。以下「施行条例」という。）

第２章の規定を準用する。この場合において、施行条例第３条第１項中「法

第３８条第６項の規定により読み替えて適用する同条第４項（地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）、

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）その他の法令において準用する場

合を含む。次条第１項において同じ。）の条例で定める手数料」とあるの

は「市川市個人情報保護条例（昭和６１年条例第３０号）第２３条の３第

５項の手数料（以下「手数料」という。）」と、施行条例第４条第１項中「法

第３８条第６項の規定により読み替えて適用する同条第４項の手数料（以

下この章において「手数料」という。）」とあるのは「手数料」と、「同条

第１項（法第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合又は地方自

治法、公職選挙法、地方税法その他の法令において準用する場合を含む。

次項を除き、以下同じ。）」とあるのは「市川市個人情報保護条例第２３条

の３第３項」と、同条第２項ただし書中「審理員（法第９条第３項に規定

する場合又は法第３８条第１項の規定を地方自治法、公職選挙法、地方税

法その他の法令において準用する場合にあっては、審査庁。次条第１項及

び第２項において同じ。）」とあるのは「市長」と、施行条例第５条第１項

中「審理員」とあるのは「市長」と、「法第３８条第１項」とあるのは「市

川市個人情報保護条例第２３条の３第３項」と、同条第２項中「法第３８

条第１項」とあるのは「市川市個人情報保護条例第２３条の３第３項」と、

「審理員」とあるのは「市長」と読み替えるものとする。 



 

７ 審査会の調査審議の手続は、公開しない。ただし、答申は、公表する。 

「第５章 個人情報保護審議会」を「第５章 個人情報保護審議会の設置」

に改める。 

第２４条の見出しを削る。 

 第３５条を第３７条とし、第３４条を第３５条とし、同条の次に次の１条

を加える。 

第３６条 市長は、詐欺その他不正の行為により第２０条第２項に規定する

手数料又は第２３条の３第５項に規定する手数料の徴収を免れた者に対

し、その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金

額が５万円を超えないときは、５万円とする。）以下の過料を科すること

ができる。 

第３３条を第３４条とし、第３２条の次に次の１条を加える。 

 第３３条 第２３条第６項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年以下

の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

 附則の次に別紙の別表を加える。 

 （市川市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第４条 市川市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年条例

第２０号）の一部を次のように改正する。 

  第５条第２号中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 （市川市職員退職手当支給条例の一部改正） 

第５条 市川市職員退職手当支給条例（昭和２７年条例第７号）の一部を次の

ように改正する。 

  第１３条第４項中「行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第１４

条第１項又は第４５条」を「行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第

１８条第１項本文」に改める。 

 （市川市税条例の一部改正） 

第６条 市川市税条例（昭和２９年条例第１２号）の一部を次のように改正す

る。 



 

  第１８条の２第１項中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 （市川市消防団員等公務災害補償条例の一部改正） 

第７条 市川市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年条例第１５号）の一

部を次のように改正する。 

  第２５条（見出しを含む。）中「異議申立」を「審査請求」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 別段の定めがあるものを除き、行政庁の処分その他の行為又は不作為につ

いての不服申立てであって、この条例の施行前にされた行政庁の処分その他

の行為又はこの条例の施行前にされた申請に係る行政庁の不作為に係るもの

については、なお従前の例による。 

３ 第１条の規定による改正後の市川市固定資産評価審査委員会条例の規定は、

平成２８年度以後の年度分の固定資産税に係る固定資産について固定資産課

税台帳に登録された価格に係る審査の申出及び平成２７年度分までの固定資

産税に係る固定資産について固定資産課税台帳に登録された価格に係る審査

の申出であって当該登録された価格に係る地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）第４３２条第１項に規定する審査の申出の期間の初日が平成２８

年４月１日以後の日であるもの（以下「申出期間の初日が平成２８年４月１

日以後である審査の申出」という。）について適用し、平成２７年度分までの

固定資産税に係る固定資産について固定資産課税台帳に登録された事項に係

る審査の申出（申出期間の初日が平成２８年４月１日以後である審査の申出

を除く。）については、なお従前の例による。 

４ 第２条の規定による改正後の市川市公文書公開条例第１７条及び別表の規

定は、平成２８年４月１日以後に請求される同条例第６条の規定による公文

書の公開に係る費用負担について適用し、同日前に請求される第２条の規定

による改正前の市川市公文書公開条例第６条の規定による公文書の公開に係



 

る費用負担については、なお従前の例による。 

５ 第３条の規定による改正後の市川市個人情報保護条例第２０条及び別表の

規定は、平成２８年４月１日以後に請求される同条例第１３条に規定する個

人情報の閲覧等に係る費用負担について適用し、同日前に請求される第３条

の規定による改正前の市川市個人情報保護条例第１３条に規定する個人情報

の閲覧等に係る費用負担については、なお従前の例による。 

６ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の

例による。 

 

 



 

別表（第１７条関係） 

交付する用紙 手数料の額 

白黒で複写され、又は出力された用紙 １枚につき １０円 

カラーで複写され、又は出力された用紙 １枚につき ２０円 

備考 

１ 両面に複写され、又は出力された用紙については、片面を１枚として

手数料の額を算定する。 

２ 日本工業規格Ａ列３番を超える規格の用紙を用いたときの写しの枚数

は、日本工業規格Ａ列３番による用紙を用いた場合の枚数に換算して算

定する。 



 

別表（第２０条関係） 

交付する用紙 手数料の額 

白黒で複写され、又は出力された用紙 １枚につき １０円 

カラーで複写され、又は出力された用紙 １枚につき ２０円 

備考 

１ 両面に複写され、又は出力された用紙については、片面を１枚として

手数料の額を算定する。 

  ２ 日本工業規格Ａ列３番を超える規格の用紙を用いたときの写しの枚数

は、日本工業規格Ａ列３番による用紙を用いた場合の枚数に換算して算

定する。 



 

理  由 

 

行政不服審査法の全部改正に伴い、関係条例中の条文の整備を行う必要が

ある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 

 


